２０１２年　月　日
民主党国会議員　各位
日本労働組合総連合会　北海道連合会

会　長　工　藤　和　男

　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道公務・公共サービス

労働組合協議会

議　長　中　村　　　昭
地方公務員の自律的労使関係確立に向けた要請書
　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいていることに敬意を表します。
　さて、この間わたしたち公務員連絡会地方公務員部会が求めてきた、地方公務員への自律的労使関係制度を措置するための「地方公務員制度改革関連法案」の国会提出・成立が実現することなく、９月８日、第180通常国会が閉会しました。
　第180通常国会において地方公務員制度改革関連法案の国会提出が果たされなかったことは、民主党の対応及び連合からの再三の要請にもかかわらず、論理的根拠のない実態無視の「反対のための反対」論を繰り返した地方三団体の意向を優先したものと評価せざるを得ず、政府・総務省の対応は言語道断であるとともに、信頼関係をないがしろにした重大事だと考えています。
　さらに、民主党政権自らが第180通常国会において国公・地公制度改革法案を重要法案であると位置付けていながら、地公については法案すら提出されていないことは、公党としての責任を追及され得る事実だと言えます。
　昨年５月の労使合意による国家公務員の給与削減や地方公務員の各自治体での給与独自カットといった人勧制度の機能不全の実態、またＩＬＯからの７度にわたる勧告を踏まえれば、これ以上の「自律的労使関係制度の措置無し」の状態は重大な立法不作為であると言わざるを得ません。
　つきましては、次期臨時国会が国公・地公制度改革法案成立の最終最後の機会であると認識し、ＩＬＯ勧告をみたした法制度措置の実現に向け、以下の通り要請します。
記
　次期臨時国会において、「地方公務員制度改革関連法案」の国会提出・成立をはかること。

以上

２０１２年　月　日
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会　長　工　藤　和　男

　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道公務・公共サービス

労働組合協議会

議　長　中　村　　　昭
地方財政確立に向けた要請書
　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいていることに敬意を表します。
　さて、岡田副総理の下に設置された「行政改革に関する懇談会」において、定員や給与水準等に関して更なる行政改革の必要性がまとめられました。片山前総務大臣が、集中改革プランの解除を指示したように、この間の地方における厳しい行政改革は公共サービスへの深刻な影響を招いています。公共サービス基本法の趣旨に則った政策の展開こそが必要です。

つきましては、下記事項の実現のため政府等へ要望を行なうなど特段の取り組みをすすめて頂きますよう要請します。
記
１．地方財政計画の策定については、自治体との十分な協議のもとに、災害対策の充実、子育ての支援、教育環境整備、地域医療確保、環境保全など地域の行政需要を的確に反映させ、地域公共サービスが供給不足にならないよう実態に見合った財源保障を実現すること。

２．各地方自治体は国に先んじて独自の給与削減措置を行なうとともに、厳しい定員削減を長年にわたり実施し財政健全化に努力している。国家公務員給与引下げを地方財政計画、義務教育費国庫負担金の単価設定に反映させることは、地方自治体の努力に水を差すものである。国家公務員給与引下げを地方財政計画、義務教育費国庫負担金の単価設定に反映させることなく、自治体の自主的・主体的な財政健全化に向けて一層の支援を行なうこと。

３．医療、福祉、介護、子育て・教育、環境などの公共サービスの水準を維持・向上させるためには十分な定員が必要であり、そのために地方公務員の総人件費の十分な確保を行なうこと。

４．長年据え置かれてきた地方交付税の法定率を引き上げること。
以上
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労働組合協議会

議　長　中　村　　　昭
教職員定数改善計画の策定・実施についての要請書
　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいていることに敬意を表します。
　さて、小学校１年生、２年生の３５人以下学級がスタートしました。少人数学級については、学習行動、欠席者率、不登校について改善効果が報告されています。また、全国連合小学校長会のアンケートでも、学習指導面、生活指導面の両面で効果があるという意見が大半を占めています。子どもたち一人ひとりに目が行き届き、学習のつまずきの発見や個々の学習進度に応じた指導が可能となり、子どもたちにとっても、これまで以上に授業を理解しやすくなったり、授業が楽しいと感じることにより、学習意欲の向上などの具体的な効果に結びついています。

少人数学級を実施するための定数改善、多様なニーズをふまえた高校・特別支援学校の定数改善、豊かな教育環境を保障するための様々な職種の定数改善について、ご尽力頂きますよう要請します。
記
　自治体においては、国の計画的な改善がないため、先の見通しが立たず、期限付教職員が近年増加している状況にあることから、

１．安定的な人事や学校運営の確保、教職員の計画的な採用が可能となるよう、国による見通しを持った定数改善計画を策定すること。

２．計画策定に際しては、３５人以下学級の拡大や個別教育課題へ対応できる措置を盛り込むこと。

以上
